
を
占
め
、
電
力
消
費
の
高
い
と
言
わ

れ
る
空
調
電
力
の
37
％
、
照
明
及
び

Ｏ  

Ａ
機
器
48
％
の
省
エ
ネ
に
努
め
る
。

職
員
個
々
が
こ
ま
め
な
節
電
行
動
を

意
識
・
実
践
し
、
空
調
設
備
の
あ
る

文
化
会
館
、
保
健
セ
ン
タ
ー
、
図
書

館
等
は
利
用
者
に
も
ご
理
解
を
い
た

だ
き
、
28
度
設
定
を
徹
底
す
る
。

問　

地
域
で
得
ら
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
敷
設
し
た
行
政
施
設
建
設
の
展
開
。

答　

固
形
燃
料
は
本
市
で
生
産
し
て

い
る
唯
一
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
り
、

専
用
ボ
イ
ラ
ー
の
開
発
に
つ
い
て
現

在
、
調
査
研
究
を
進
め
て
い
る
。
省

エ
ネ
ル
ギ
ー
化
を
第
一
に
考
え
、
地

域
で
得
ら
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
最
大

限
活
用
す
る
こ
と
を
念
頭
に
災
害
時

の
防
災
拠
点
と
し
て
も
機
能
維
持
が

保
た
れ
る
施
設
建
設
に
努
め
た
い
。

問　

高
齢
な
農
業
者
の
農
業
及
び
農

村
基
本
計
画
に
お
け
る
今
後
の
位
置

付
け
は
。

答　

農
業
及
び
農
村
基
本
計
画
で
は
、

地
域
農
業
資
源
の
維
持
管
理
活
動
へ

の
参
加
促
進
や
営
農
形
態
の
転
換
な

ど
に
よ
る
現
役
期
間
の
延
長
を
促
進

す
る
取
組
み
を
進
め
る
こ
と
と
し
て

い
る
。
今
後
に
お
い
て
も
、
農
業
の

多
様
な
担
い
手
と
し
て
、
地
域
の
農

業
生
産
や
地
域
活
動
を
支
え
る
重
要

な
役
割
を
担
う
者
と
位
置
付
け
る
。

問　

高
齢
な
農
業
者
が
有
す
る
経
験

　
・
技
術
等
の
利
活
用
は
。

答　

大
変
重
要
で
あ
り
か
つ
貴
重
な

も
の
と
認
識
し
て
い
る
。
こ
う
し
た

経
営
資
源
を
労
働
力
の
確
保
や
経
営

継
承
の
面
に
も
活
か
せ
る
仕
組
み
づ

く
り
の
検
討
を
進
め
る
。

問　

本
年
実
施
す
る
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
応
策
は
。（
庁
内
）

答　

オ
フ
ィ
ス
で
の
総
電
力
の
85
％

渋　

谷　

正　

文

　
 　

　

  〔
ふ
ら
の
未
来
の
会
〕

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

農
業
に
お
け
る
高
齢
者
対
策

一 般 質 問
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本
委
員
会
で
は
、
市
有
財
産
の
中

で
も
未
利
用
財
産
の
調
査
を
重
点
的

に
行
い
、
合
わ
せ
て
現
地
視
察
を
実

施
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
本
市
は
平
成
23
年
度
に
新

公
会
計
シ
ス
テ
ム
導
入
事
業
を
実
施

し
、
財
務
諸
表
の
整
備
に
取
り
組
ん

で
い
る
こ
と
か
ら
、
新
た
な
公
会
計

制
度
の
導
入
経
過
を
含
め
調
査
を
し

ま
し
た
。

　

未
利
用
財
産
に
つ
い
て
は
、
行
政

内
部
は
も
と
よ
り
、
市
民
か
ら
見
て

も
明
確
な
情
報
開
示
に
努
め
る
と
と

も
に
、
観
光
地
で
あ
る
本
市
に
ふ
さ

わ
し
い
、
景
観
に
配
慮
し
た
維
持
管

理
を
願
う
も
の
で
す
。

　
　

な
お
、
未
利
用
財
産
の
周
知
と

　

適
正
な
維
持
管
理
の
た
め
、
遊
休

　

地
周
辺
の
地
域
住
民
と
話
し
合
い
、

　

地
域
か
ら
の
希
望
が
あ
る
場
合
は
、

　

地
域
に
よ
る
環
境
整
備
を
兼
ね
た

　

利
活
用
に
つ
い
て
も
視
野
に
入
れ

　

る
こ
と
を
検
討
さ
れ
た
い
。

　
　

ま
た
、
未
利
用
財
産
は
、
売
却

　

処
分
と
貸
付
に
よ
る
利
活
用
に
あ

わ
せ
、
市
が
継
続
し
て
保
有
す
る
こ

と
に
よ
り
、
将
来
、
価
値
あ
る
利
活

用
が
可
能
な
場
合
も
あ
る
と
考
え
ま

す
。
現
在
、
利
用
さ
れ
て
い
な
い
財

産
で
あ
っ
て
も
、
市
民
共
有
の
財
産

に
変
わ
り
は
な
く
、
行
政
財
産
と
同

様
に
、
本
市
の
ま
ち
づ
く
り
全
体
か

ら
み
た
利
活
用
方
針
の
判
断
が
必
要

で
あ
る
と
、
委
員
全
員
の
意
見
が
一

致
し
ま
し
た
。

　

今
後
は
次
の
点
に
留
意
さ
れ
、
市

有
財
産
の
有
効
的
な
利
活
用
を
図
ら

れ
た
い
。

　

未
利
用
財
産
は
適
正
な
維
持
管
理

に
努
め
る
と
と
も
に
、
ま
ち
づ
く
り

全
体
を
見
据
え
た
利
活
用
を
目
指
し
、

「
富
良
野
市
未
利
用
財
産
利
活
用
基

本
方
針
」
の
万
全
な
運
用
を
図
ら
れ

た
い
。

　委員会の動き委員会の動き
■
市
有
財
産
に
つ
い
て

総
務
文
教
委
員
会

市有財産現地調査


